
Takada Junior College

NII-Electronic Library Service

Takada 　Junior 　College

　　　　　　　　子 育て 意識 に関す る調査
一
保育所 を利 用 す る母親に対す る ア ン ケー

トか ら
一

　　　　　　　　　　　 ASurvey 　 of 　Child−Raising
− Findings仕om 　 the　Survey　 of 　the　Mothers　 at　 Nursery　Schools一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　植　　木　　　　　存

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　 Tamotsu　 Ueki

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中　　 野 　　美　 　雅

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 Yoshimasa 　 Nakano
（要約〉

　親や家族の 力だけ で は子 育て の 責任 を負 うこ とが極 め て 厳 し い 社会の 状 況 は、子 育て 不 安 を 社 会 的 に 広 げて お

り、現 代 にお け る子 育 て の 問題 を 理 解す る うえで 「子 育て 不 安1 は、重 要 な キーワードの ひ とつ と して 位置づ け

られ て い る。本 調 査 は、子 育て 期の 母 親が 置か れ て い る 状況と不 安や要 望等 σ）実態 を把 握 す る と と もに、子 育て

支援 の 社会化 を考察課題 と した い
。
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　家族、子 育て 不 安、子 育て支 援 ニ
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ズ

〜は じめ に 〜

　保 育所を利用する 母親 の 子育て 意識 に関す る 調査を、伊勢市 内の 保育所 2 ヶ 所 の 協力 を 得 て 2007年 10

月末 か ら11月初旬 に か け て実施 し た。そ の 結果、調査に応 じ て い ただ い た母親 は 123名 で あ っ た 。 以 ド、

保育所 を利用す る母親 の 子育て 意識につ い て の 調査結果 に 分析 と考察を 加 え る こ と に す る。

1 ．母 親の 年齢 （無 回答 1 ）と 夫の 年齢 （無回答 14）

　母親 の 年齢 を年代別に見 る と、最 も多い の は 30歳代前半

の 36．1％ で あ り、次 い で 多 い の は 30歳代後半 の 28，7％、以

下 、 20歳代後半 （15，6％）、40歳代 前半 （14．8％）、20歳代

前半 （4．1％）、40歳代後 半 （0．8％） と続い て い る。

　母親 の 年代 で 最 も多 い の は 30歳代 で あ り、 全体 の 6 割 強

を占めて い る （図
一

ユ）。

　夫 の 年齢 で 最 も多 い の は 30歳代前 半 の 31．7％ で あ る。次

い で多い の は30歳代後半 の 24．4％、以
．
ド、 40歳代前半 （15．

4％）、20歳代後半 （9．8％）、40歳代後 半 （4．1％）、20歳代

前半 ・50歳代後 半 （各 1．6％）と続い て い る。

　夫 の 年代で 最も多い の は30歳代 で あ り、全体 の 過 半数を

占め て い る （図
一2 ）e

図 　 母親の 年齢

図 ．2 夫の 年齢
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　母親 ・夫の年齢をみ る と、第二 次 ベ ビーブーム （1971〜1974年） と そ の 前後で 生まれた親世代が子育

て の 主 流 と なっ て き て い る こ と が うか がえ る。

2 ．子 どもの 数 と母親の き ょ うだい 数

　子 ど もの 数で 最 も 多 い の は 、「2 人 1 の 47．　2％

で、半数近 くを 占めて い る。次 に多い の が 「1 人 」

で 30．1％、以下、「3 人 」 が 18．7％、「4 人 」 が 4．1

％とな っ て い る （図 3 − 1）。

　子 どもを 2人 以上持 つ 母親 の 割合 を年代別 に み

る と、回 答者が 1 人 の 40歳代後半を除 けば、最 も

高い の は 40歳代 前半 の 83．3％、次 い で 30歳代後半

の 80％、以下 、3G歳代前半の 70．5％ 、20歳代前半

60％、20歳代後 半36．8％ の 順 となっ て い る。全体

を 通 し て み る と、子 どもを 2 人以 ヒもつ 母 親 の 割

合 は 約 7 割 （69，9％） と な っ て い る （図 3 − 2 ）。
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　　　 図 3−2 子 どもを2人以 上 持つ 母親の 年 代 別割合

　母親 の 年代別平均子 ど も数をみ る と 、 回答者 が 1 人 の 40歳代後半を除けば、最も多い の は 40歳代前半

の 2．4人 で あ り、以下、30歳代後 半 の 2，2人、30歳代前半の 2．15人、20歳代前半 の 1．8人、20歳代後半の L4

人 とな っ て い る。全て の 年代を通 じた平均子 ども数は約 2 人 （1．　97人）とな っ て い る （図
一4 ）。

　ちなみに 「第13回出生動向基本調 査 」 （国 立社会保障 ・人 口 問題研究所、2005年）に お け る 子育 て 世帯

の 平均子 ども数 は2．・09人 とな っ て お り、本調査結果はそれ よ りやや低 い 数値を示 して い る こ とに な る。

　母 親 の き ょ うだ い 数 （本人 を含む ） で 最 も多い の は、「2 人 き ょ うだ い 」 の 36．6％、次 い で 多い の は

「3 人 き ょ うだ い 」 の 30．　9°

／・ 、 以下、 「4 人 き ょ うだ い 」22．8％、「5 人き ょ うだ い 」4．1％、「一人 っ 子 」

4．06％、「6 人き ょ うだ い 10 ．8％、「9人 き ょ うだ い 」 0．8％ とな っ て い る。

　母親 の 平均 き ょ うだ い 数を年代別 に み る と、最も多い の は 20歳代前半の 4 人 、次 い で 3G歳代後 半 の 3．7

人、以
．
ド、30歳代後半の 3．3人 、

40歳代前半 の 2，9人 、20歳代後半の 2．6人 と な っ て い る。全 て の 年代 を

通 した 平均 き ょ うだ い 数 は 3、1人 で ある。（図
一4 ）

　子 ども数 と母親 の き ょ うだ い 数を年代別 に 比較

（図
一 4 ）す る と、ほ と ん どの 年代 で 両者 の 間 に

開き が 生 じ て い る。全 て の 年代 を通 した 両者の 平

均数 の 比 較で は、子 ども数 1．97人 に 対 し て 母 親の

き ょ うだ い 数 は 3．1人 で あ り、そ の 開きは 1 人強

とな っ て い る。
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　 　 　 　 　 図
一4 平均子ども数と母 親の 平均 子 ども数

3 ．母親の仕事の有無 （無 回答 1 ）

働い て い る母親 （117名、95．1％） の 割合が圧倒的 に高 く、専業主婦 の 割合は 4．1％ と低 い 。
一

方、働
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い て い る母親 の 就業形態 をみる と、最 も多い の は 「正規

社 員 」 （50．4％）、次 い で 「非 正 規社員 」 （40．2％）、「自

営 ・家業」 （9．4％）の 順 と な っ て い る （図一5 ）。

　子 育て 期 の 母 親 の 就業率 の 高ま りや 共働き 世帯 の 増加

に 加え て 、 女性労働の非正規化の傾向があ らわれ て い る 。

4 ．家族構成

　最も多い 家族構成 の タ イ プ は 「核家族 （親 と 子 ど も の

み の 家族）1 で あ り、全体 の 77．　2°

／。を占めて い る。
一

方 、

「三 世代家族 」 は全体 の 2 割弱 （19．5％）で あ り、
「そ の

他 の 同居親族が い る1世帯は3．　25°
／・ とな っ て い る（図

一7 ）。

　子 育て 世代 の 約 8 割近 くを 核家族 が 占 め る現実 は 、世

代を超 えた 子 育て 文化の 伝承や子育て の 家族内協力を 困

難に させ る可能性が存在 して お り、子育 て 機能 の 外部化
・

を促 進 さ せ る 要因 の ひ と つ と な っ て い る とい え よ う。

  靆

図
一5 母 親の 就 労の 有無
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一7 家 族構成
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5 ．家計の 状況

　家計の 状況に関す る 回答で、最も多い の は 「やや大変」 の 54，5％で 、全体の 過 半数を超 えて い る 。 次

い で 多 い の は 「やや ゆと りあ り」 の 24，4％ で ある 。 以下、「非常に大変」 （19．　5°

／。）、「非常にゆと りあ り」

（1．6％） の 順 とな っ て い る。
「非 常に大変 」 と 「やや大変 」 を合計す ると 、 全体 の 約 74％に達 し て お り、

回答 した 母 親の 7 割強 が家計 の や り く り に 大 変さ を感 じ

て い る こ とが うかが える （図
一 7 ）。

6 ．子育て に要す る経済的負担

　子育 て に要す る経済的負担 を、回答数 の 多 い 順 に挙げ

る と 、
「やや重 い 」 が 最 も多 く49．6％ と 約 半数 を 占め て

い る。次い で多い の は 「余り感じない 」 の 34．1％、以下、

「非常 に 重 い 」 が 14．6％、「全 く感 じない 」 が 1．7％ とな っ

て い る。 「非常 に重 い 」 と 「やや重 い 」 の 回答数 の 合計　1
は 64．2％ とな っ て お り、母親の 6割強が子 育て に要する

経済的負担 を感 じ て い る こ とが うか が え る （図
一8 ）。

7 ．子育て に 伴う精神的負担 （無回答 2 ）

　 子 育 て に 伴 う精神的負担 で 最 も 多 い の は 「やや重 い 」

で あ り、全体 の 47．2％を占めて い る。次 い で 回答数 が 多

い の は 「余 り感 じ な い 」 の 39，8％ とな っ て い る。

懸蠶
　 　 　 図

一8 子 育て 費用の 負担感
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　 「非常に重 い 」 と 「やや重 い 」 の 合計は 54．5％で あ り、

半数 以 上 の 母親が 子育て に伴 う精神 的負担を感 じて い る

こ とが うか がえ る （図
一9 ）。

8 ．育児 に対す る自信の 有無

　最も多 い 回答は、「自信が もて ない こ とが あ る 」の 36．　6

％で あ り、次い で 「何と もい え ない 」 の 35．8％、「自信が

もて な くは ない 」 の 27．6％の順 とな っ て い る。

　3 人 に 1 人 強 の 母親 が育児 に 対す る 「自信が もて な い

こ とがある」 と答え て い る （図
一10）。

9 ．子育て に対する困難 さの 意識の有無 （無回答 1）

　回答数の 多 い 順に挙げると 、
「困難を感 じるこ とがある」

（54．5％） が最も多 く、次 い で 「何 と もい え な い 」 （25．2

％）、「困難を感 じ る こ と は ない 」 （19．5％） の 順 とな っ て

い る。

　過半数 の 母親 が子 育て に 「困難 さを感 じ る 」 と答 え て

い る。（図
一11）
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一9 子育て の 精神的 負担
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L 図一10 子 育 ての 自 信 の 有 無

国 自信 がもて ない

囲 もて なくはない

哩 何ともい えない

10．子 育て の 自信が な くな る （無回答 4 ）

　子育て 中 に 「子 育て の 自信が な くな る 1 と感 じ る こ と

があ ります か とい う質 問 に 対 す る 回答 で 、最 も多 い の は

「時 々 ある」 で 過半数 （53．6％）を超 え て い る。次 い で 多

い の は 「あま りない 」 （3L7 ％）で 、「よ く あ る 」 と 「全

くない 」 は 同数 の 回答 （5．7％） とな っ て い る。 「時 々 あ

る」 と 「よ くある 」 の 合計 は 59．3％ で あ り、母 親 の 6 割

近 くが 子育 の 自信がな くな る と答えて い る （図
一12）。

「
r．一一一

1

壷調軈

jI
　　　　 図

一11 子育ての 困難意識

廳灘
じる 1

・ 何ともい えない 1
ロ 無回答

齟＿一一一」

11． 自分の や りた い とこ が で きな くて 焦 る （無 回

答 3 ）

　子育て 中に 「自分 の や りた い と こ が で き な く て 焦 る 」

い順に み る と 、
「時 々 あ る」 （61名、49．6％） 、

「全 くな い 」 （4 名、3．2％）と な っ て い る。

　約半数の 母親が 「時 々 ある 」 と答 え、また、「よくある」

る」 と　「よくある」 の 合計は 71．6％ とな り、

きなくて 焦る 」 こ と がある と答え て い る （図
一13）。

「

図
一t2 育 児の 自信が なくなる

痼 よくある

際 顔」
ロ 全くない l

　 　 　 I

．■ 無回答

　　　　 こ と があ ります か とい う質 問 に 対す る 回 答 を多

「あま りない ！ （28名、22，8％）、「よ くある」 （27名 、22％）、

　　　　　　 と答えた母親は 2 割を超えて い る。「時々 あ

7 割を超 え る母親が 子育て 中に 「自分 の や りた い と こ がで
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12．なん となくイライ ラする （無回答 3）

　子 育て 中に 「なん とな くイ ラ イ ラする 」 こ とが あ り ま す か と

い う質問 に 対す る 回答 で 、最 も多い の は 「時 々 あ る 」の 58．5％、

次 い で 「よ くあ る」 の 22．　8％ 、以下、「あま り ない 」 （14．6％）、

「全 くな い 」 （1．6％）の 順 とな っ て い る。

　母親 の 約 6割 近 くがなん とな くイ ラ イ ラす る こ とが 「時 々 あ

る」 と答え 、ま た 、「よくあ る 」 と答 えた母親 は 2 割 を超 え て

い る。

　 「時 々 あ る 」 と 「よくある 」 の 合計は 81，3％とな り、 8 割強

の 母親 が 了育 て 中に 「なん とな くイ ラ イ ラする」 こ と が あ ると

答 え て い る （図
一14）。

コ

ー

　

13　子育て に対する家族の 協力や支援の 状況 （無 回答 2 ）

　子育 て に 対す る家族 の 協力や支援の状況 で 最も多い の は 「や

曝簾
一

1
1
囗 あまりない 1…1・ 全・な・ …
甌 無回答 　 1

L ＿ 一 一

匚
「

甌
■時々 ある

ロ あまりない
．，

ロ 全 　 い

■ 無 　答

一

やあ ・ た ・ の 44．・％、次 い で 多 い の は ・＋分 で あ ・ た ・ の ・・．・ 「
一

％ 、以下、「ご くわず か で あ っ た18 ．9％、「全 く無 い 」 正，7％ と

な っ て い る。

　4 割強の 母親が 子育て に 対する家族 の 協力や支援を 「十 分 で ．

・ ・ た・ と肯定 的に・平価 ・て ・ ・。　 　 　 1
　ま た 、「十分 で あ っ た 」 に 「やや あ っ た 」 を加 え る とそ の 合 1
計 は 88．6％ で あ り 、

9 割 近 い 母 親が 子 育て に 対す る家族 の 協力

… 纓 韆邏鑾灘
　　

＋分
Sf。 騰 繃 韈

・
懸 鑾
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＿．」

や支援 を受け て い る こ とにな る（図
一15）。子育 て に対す る夫 の 協力 もさる こ となが ら、祖父 母 な どの 親

族 に よ る 支 え が 母 親 の 子育 て を 励 ま し て い る もの と思 わ れる。

14．子 育て 上 の 不安や 悩み を相談で きる友人の 有無 （無回答 1 ）

　子育て 上 の 不安や悩み を相談 で き る 友人 の 有無 に 関す る 質問 l　　　　　　　　　　　　　　　i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

灘 ∴総灘 欝灘 難 簔蹴 髦1　　　 1
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 口 　　　竺 　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 撫 　 　 i

15．子育て に 関 して 母親が相談利用 した こ とが ある機関 （複数選択）

　母親が 子育 て 相談 で 利用 し た こ とがあ る機 関 の うち、最も多い の は 「保育所等」 （37．　6°／。 ）で あ る。

保育所が地域に お ける母親 と子 どもに最 も近 い 相談機 関で あ るとい えよ う。

　次に多 い の が母親 の 4 人 に 1 人弱が利用 して い る 「医療機関」 （23，7％） で あ る。
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　 「保 育所等 」 と 「医療機 関 」 の 合計 は 6 割を超 え

て お り、こ の 2 つ が 子 育て 相 談 の 主 要 な機関 と な っ

て い る こ と がわ か る。そ の 次に 多い の は 「保健所 j

の 8，7％で あ る （表
一 1 ）。

　一
方 、他 の 機 関 の 利用 の 低 さや無回答の 多さ （2

割）か ら、各種相談機関の 存在や そ の 役割が子育 て

期 の 母 親に 認知 され て い な い 状況が うか が え る 。 各

種相談機関の 普及 ・啓蒙 を図 る とともに各機 関 が 支

援 の た め の 有機 的な連携 ・協力体制 を 地 域 の 中で 構

築 して い く こ と も今後 の 重要な課題で あ る 。

16．母親が希望する子 育て支 援施 策 （5 つ の 選

択）

　母 親が希望す る 子育 て 支援施策 を多 い 順 に 挙 げる

と、10％台 の 前半 に 「  保育料負担の 軽減」 「  医療

費負担 の 軽減」 「  税負担 の 軽減」 「  児童 手 当等 の

充実」 「  学童保 育な どの増設 ・充実 」 が あげられ て

い る。ま た 、10％未満に 、「  公 的教育費負担 の 軽減 」

「  子 育 て 相 談支援体制 の 充実 」 「  医療支援体制 の

充実 」 「  公 共料金 の 軽減 」 「  児童館 な ど の 児童福

祉施設 の 充実」 「  身近 な と こ ろ に相談支援体制 の 充

実」 「  乳幼児健診体制 の 充実 」 「  公共施設利用負

担 の 軽減 」 「  公 的交通機関利 用料 の 軽減」 と続い て

い る （表一2 ）。

　 こ の うち  〜  は 「所得の 保 障や経済的支援等 」

を求 め るニ
ーズ として ま とめ られ よ う。  〜  の 合

計 は 68％ で あ り、母親 の 7割近 くが 子 育 て に 伴 う経済

的負担の 軽減や支援を望 ん で い る 。

　また、  〜  は 「子 育て 支援の 体制や資源 の 整備
・

拡充 」 を 求 め る ニ
ーズ と して ま と め られ よ う。乳幼

児期か ら学童期に 及ぶ広範囲な要望が示 され て い る。

　 こ れ ら 2 つ の 要望 で ある 「所 得 の 保障や経済的支

援等 」 と

して受けとめ る 必 要があ る。

表一 1　 子育て 相談 で 利用 した機関 （複数選択）

相談利用 した 機関 回答数（％）
　　　　　　　　　．一一

  病院な どの 医療機関 41（23．7＞

  保健 所 15（ 8．7＞

  保 育所 等 65（37．6）

  幼稚園 4（ 2，3）

  市区町村等 の 相談支援窓 口 6（ 3．5）

  福祉事務所 1（ 0．6）

  児童相談所 3（ 1．7）

  民生 委員 ・児童 委員な どの 相 談員 0

  そ の 他 3（ 1，7）

無回答 35（20，2）

合計 173（100．0）

表
一2　希望す る子育て支援施策 （5 つ 選択）

希望 す る子育て 支援施策 回答数〔％）

  児童手 当等の 充実

　　 1闇

63（11．5）

  医療費負担の 軽減 78G4 ．3）

  保育料負担の 軽減 81（14，9）

  公的教育費負担の 軽減 46（8，4）

  税負担の 軽減 66（12．1）

  公 共 料 金 の 軽 減 26（4．8＞

  公的交通機関利用料 の 軽減 4（0．7）

  公 共 施 設利用 負担 の 軽 減 7 （L3 ）

  乳幼児健診体制 の 充実 11（2．0）

  医療支援体制 の 充実 29（5，3）

  子育て支援体制 の 充実 33（6．1）

  身近なところ に相談支援体制の充実 15（2，7）

  児童館な どの 児童福祉施設 の 充実 23（4，2）

  学童保育の 増設 ・充実 63（11．5）

回 答数合計 545

「子育て 支援 の 体制や資源 の 整備 ・拡充」 は 子育て 期 の 母親 が 求 め て い る支援 ニ
ーズ の

一
端 と
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〜ま とめ と考察 〜

　本調査 は 、限 られ た 対象範囲 と そ れ ほ ど多い とは い えな い 標本数 （サ ン プ ル ） とい う制約を有 し て い

ると思われ るが 、子 育て期の 母親が置か れ て い る状況 と不安や要望等 をある程度実態的に把握す る こ と

が で きた と考え て い る。調査結果に 考察を加 えて 結び とし た い 。

（1）少子 化 をめ ぐる動 向

　母親 （夫）の 年齢を調査結果か らみ る と30歳代 が占め る割 合 が 高 い こ とが わ か る。30歳代の親世代に

は、第二 次ベ ビ
ーブ ー

ム （1971〜1974年）世代 と そ の 前後 で 生 ま れ た 世代が 多く を占 め て い る と考え ら

れ る。第 二 次世界大戦後 の 出生数 と合計特殊 出生率をベ ビーブーム と関連 させ て 見る と、第
一

次ベ ビー

ブー
ム （1947〜1949年） の ピーク時に は年間 出生数で 270万 人 、合計特殊 出生率 は 4 人 を超 えて い た が、

団塊 の 世代と 呼ばれ る第
一

次ベ ビ ーブーム の 世代が出産 し は じめた第 二 次 ベ ビーブーム で は、ピ ーク 時

の 出生数 が約 210万入、合計特殊 出生率は2．1人 と低下 した。そ の 後、30年 以上経過 し、第二 次ベ ビ
ー

ブ
ー

ム 世代の 出産期は最終的な段 階 に 突入 し つ っ あ る と い わ れ て い る が 、出 生数 は 約 110万 人程度 とな っ て

い る。

　第二 次 ベ ビ
ー

ブ
ー

ム 世代 は 、年齢的 に は 30歳代前 半 に位 置 し て い るが 、こ の 30歳代前半の 未婚率 は 男

性で 48％、女性で 33％ とな っ て い る 。 結婚す る意思 をもっ 未 婚者は男女と もに 9割で推移 し て い る が 、

「未婚者 の 結婚 の 障害」 理 由の 上 位 3 つ を見 る と、結婚資金 （男性 39．7％、女性 38，2％）、結婚 の ため の 住

居 （男性 18．4％ 、女性 15％）、職 業や仕事 上 の 問題 （男性 13。6％、女性 16．4％）となっ て お り、結婚 の 障

害と な る理 由に 経済的な問題 が多くを占めて い る。（国立 社会保障 ・人 口 閙題研 究所 『第12回出生動向

基本調 査 （結婚 と出産 に 関す る 全 国調査）第n 報告書一わ が国独身青年層の 結婚観 と家族観
一

』及 び

『第 13回出生 動向基本調査一結婚 と 出産 に 関する 基本調査 （独身者調 査 の 結果概要）』）

　 こ の よ うな状況か ら、第二 次ベ ビー
ブ
ー

ム 以降 の 世代に出 生数 の 上 昇と 少子化傾向か らの 大幅 な回復

を期待す る こ とは今後 とも非常に 困難で ある と 思われ る。2005年 の 中位推計 による出生数予測 は113．7

万人 で あっ た が 、実際に確 定し た 2005年の 出生数は 106万 2530人 で 、同年 の 低位推計 で あ る 105．8万 人 に

限 りなく近づ い た。また、2004年 の 国勢調査 による出生数 111万 0721人 と 比較する と、2005年の 出生数

は 4 万 8191人減少 し
、
2006 （平成 18）年 を ピ ーク に 総 人 口 が 減 少 し始 め る 予 測 が 、一

年 早 く前倒 し され

た結果 とな っ た。

　 周 知 の よ うに、わが国 は 世界 の 中で も少 子
・
高齢化 が極め て 早 い 速度で 進行 して い る 人 口構造上 の 特

徴を持 っ て い る。つ ま り、少子化 と高齢化 が 同 時 に 進行 し て い る 少 子 ・高齢社会 で あ る。少子高齢社会

の 指標 は出生率 の 低
一
Fや高齢化の 進展 、 年齢構成 の 変化な どで 示 され る こ とが多い 。わ が 国 の 出生子数

は 1974年以降ほ ぼ
一

貫 して 減少 を続 けて お り、合計特殊出生率は人 口 置換水準を下回 る 1．91を記録 した

1975年以降、低 下 の
一

途 を辿 り、2001年 か らは 5 年連続で 過去最低を更新 し2005年に は 過去最低 の 1，26

と な り、先進諸国の 中で 少 子 化が最 も進んだ国の
一

つ として 数え られ て い る。

　 少 子 化問題 に 関心 が 集ま る よ うに な っ た契機は、い わ ゆ る 「1，57」 シ ョ ッ ク で あ る。1989年の 合計特

殊 出生率 が 迷信に基づ く丙午の 年 （1969年）の 1．58を下回 っ た こ とか ら政府 の 少 子化対策 が 始ま っ た の
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であ る。少子化 の 著 しい 進行 が 社会問題 の
一

つ にな っ て きた の は、  若年労働力 の 減少 ・労働力 の 低 下

や、  家族 と社会 全 体 の 扶養負 担力 を 弱 め、社会保 障 の 財源 を圧迫 し、  人 口 高齢化 を
一

層促進 させ 、

高齢者問題 を増大 させ 、  子 ど も数の激減に よ る学校存立 の 危機な ど、社会の あ り方や国 の 土台づ く り

に 関わ る 大 きな問題 に つ なが る か らで あ る。また、わが国 の 高齢化 は、世界最長寿 国で あ る ば か りか 、

か つ て どの 国 も経験 した こ とがな い 高齢化 の 速度や規模 に特徴があ り、2005年 の 高齢化率 20％が2015年

に 26％、2050年に 35．7％に達する と予想 され て い る。年齢構成 の 変化 を 人 口 三 区分で 見 る と、昭和20年

代 に年少 人 口 指数 と老年 人 口 指数の 間 に あ っ た 6 倍 以 上 の 開 き が、1997 （平成 9）年 を 境 に そ の 立場 が

逆転 し、老年人 口 の ほ うが年少 人 口 を上 回 る とい う状態が続 い て お り、今後ます ますそ の 開きが大 き く

な る と予測 され て い る。従属人 口 指数 に 占め る 老年人 口 の 割合 が 高 ま っ て い くとい うこ とか ら、第 二 次

世界大戦後 の 従属人 口 指数の 構成が ま っ た く異 な る もの とな っ て い る。

　高齢化 は先進 工 業国に 共通 し た 文 明 の 進歩 の視点 か ら捉 え る こ とが で き る。しか し、少 子 化は先述 し

たよ うに 社会的 な問題 で あ り、また、親 （夫婦）や個人 と し て の 選択的要因 も指摘 され て い る。そ の 要

因と して、  女性 の 高学歴化が職業的 自立 の 志 向を高め、経済的 な安定 と女性 の 社会的地位 を向上させ 、

そ の 結果 が 晩婚化
・結婚年齢 の lt昇傾向 を も た ら し て い る の で は ない か。  先述の 晩婚化

・結婚年齢の

上昇傾向の 延長上 に あ る と され る もの で 、婚姻や子育て に拘束され る よ り、
一

人 の 女性 と し て の 自立 を

志向す るとい う傾 向で ある 。 戸籍制度 と し て の 婚姻関係 の 否定や共同生活 、夫婦別姓な ど、非婚志向 の

中には事実婚 を選択す るこ とが ある。こ う し た結婚に対す る価値観や 意識変化 によっ て 子 ども数 が減少

して い る の で は な い か 。   ま た 、    と 関連 して 、子 ど も を 産 ま な い 、子 ど もを多く 産 ま な い とい う選

択をす る傾 向が 多くな っ て い る の で はな い か。こ の よ うな議論 は、少子化 の 要因を夫婦や個 人 の 価値観 ・

意識 の 変化 に と もな う選 択 の 結果 で あ る の で は な い か と い う点 に 焦点 を 当 て て い る が 、価値観 ・意識 の

変化を、子 どもを生み育て る親 （夫婦）や個人 を取 り巻 く社会の 状況 と の 関連で 、少 子化 を捉え る こ と

が
一

層重要 で ある。

　 2002 （平成 14） 年 に 発表 され た 「将 来推 計 人 口 」 （国立 人 口 問題 ・社会保障研究所） で 明 ら か に され

た少 子化 の 要因は 、これ まで の 「晩婚化」 に 「夫婦 の 出生力 の低下」 が加 え られた 。 当初予測を超え た

少子化 の 進展 に 対 し て 、厚 生 労働 省 が 打ち出 し た 「少 子化対策プ ラ ス ワ ン 」 は 従来 の 少 子 化対策 に 上乗

せ す る施策で あ り、男性 を含め た働き方 の 見直 し な ど の 4つ の 柱に沿 っ た対策を総合的か つ 計画的に推

進する と し て い る。 しか し、さまざまな少 子 化対策 に もか か わ らず、少子 化は長期化の 様相を深刻化 さ

せ て い る。一
体なぜ こ の ような状況 に な っ て きた の だろ うか 、とりわけ、子 どもを産 み 育て る 親や大人

を取 り巻 く社会 が どの よ うな状況 にあるの か を次節以降で 考え て み た い 。

（2 ）雇用 をめ ぐる動 向

　調査結 果 か らは、子育て 期 の 母親の 就業率の 高ま りや共働き世帯 の 増加 に 加 え て、女性労働 の 非正 規

化 の 傾向を うか が うこ とが で き る。

　わが国の 労働力人 口 は 、2006年平均 で 男性 は 3898万人 で あ り、前年 比 3 万人 の 減 少 を 示 して お り、 9

年連続 の 減少 が 続 い て い る。一
方、女性は 2759万人 で 前年 比 9 万人 の 増と な り、3 年連続で 増加 して い
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る が、正 規雇用 の 減少 、非正 規雇用 の 増加や 派遣 労働等 の 急増に よ っ て、雇用 の 不安定化や労働 力 の 流

動化 が 進 行 し て い る （平成18年版労働経済 白書〜就業形態 の 多様化 と勤労生活、及 び 平成18年版労働力

調査
一
非 正 規雇用 の 拡大） の で あ る。

　労働 力人 口 に 占 め る女性 の 割合は 41，9％となっ て い る （平成19年版男女共同参画 白書）が 、 わが国特

有の M 字型を示す女性 の 年齢別労働 力率 の 変化は 、結婚 ・出産 を経て継続的に就業して い る こ とよ りも、

晩婚化や 晩産化に よ る 独身者や子 ど もの い な い 既婚者な ど労働 力率 の 高 い 者の 割合が 増 加 した こ と が 大

きい （平成 18年版国民生活 白書）。

　パ ー ト労働者は 1980年代以降 著 しく増加 し て い る。そ の 約 7 割は女性に よ っ て 担われ て お り、女性雇

用者全体 の 4 害ljを 占め る に 至 っ て い る （「パ ー
トタイ ム 労働研究会最終報告」 平成14年、厚 生労働省）。

こ れには、希望 した職 に就けな い 、正 規雇用 の 機会が な い 、家庭 の 事情等 で パ ー
トしか 選 べ な い と い う

理 由や ライ フ ス タイ ル に合 っ た働き方 と して パ ートを選択し た とい う理 由な どがあげ られ る。経営側か

ら見 る と、パ ー
ト等 の 非 正 規雇 用 は、安上が りの 賃金 で しか も解雇 しやす い とい う使 い 勝手 の よい労働

力 で あ る が、労働者 の 立場 か らは低賃金 ・不安 定就労 で あ る とい え よ う。

　男女間 の 賃金格差 は、1990年代 に 入 っ て か ら縮小 して い るとは い え 、 女性 の 賃金 は男子
一

般労働者の

60％台後半に とどま っ て お り、先進国の 中で は最低ラ ン ク に 位 置 し て い る。賃金 を は じめ とす る 男女間

の格差を是正 す るた め につ くられた男女雇用機 会均等法 （1986年施行）は、募集 ・採用 ・配置 ・昇進 ・

教育訓練 ・福祉厚 生 ・定年 ・退職 ・解雇 とい う雇用 の 多くの 段階で 女性に 対する差別的取 り扱い を禁 じ

たが 、 そ れ以後も賃金格差やM 字型 曲線 （女性 の 年齢別労働 力率） は解消 されず 、1999年 の 法改正 へ と

つ なが り、募集 ・採用、配置 ・昇進 に お け る 差別 へ の 対応 が 努力義務 か ら禁止 へ と強化 され る な どの 改

正 点が盛 り込まれた。さらに 2006年の法改正 で は 、男女双方に 対す る差別 の 禁止 や、妊娠 ・出産な どを

理 由 と した不利益 な取 り扱い を禁止 する と と もに女性が 満た しに くい 間接的な差別にっ い て も禁止 の 対

象 と された。 し か し 、実施 は まだまだ不 十 分で あ り今後 の 課 題 と し て 残 され て い るもの は多い とい え よ

う。

　育児休 業の 取得率は、常用労働者 5 人以 上 の 民間事業所 で は 、女性 の 取得率が 72．　3％ （平成16年度 は

70，6％） で あ る の に対 して 、男性は 0．5％ （同Q．56％）と依然 と して 極 めて 低 い 水 準にあ り、育児休業

取得者 の 男女別割合 は、女性 98％、男性 2％ （平成 17年度女性雇用管理 基本調査） と な っ て い る。男性

の 取得率 を上昇 させ る こ と は い うま で もな い が 、結婚 ・出産 ・育児 を機会 に 離職 せ ざる を えない 女性 が

多い こ と、 また 、
パ ー

ト等の 不安定雇用の も とで 育児休業制度の 利用対象 とな らな い 女性 がい る こ とも

事実で ある。

　わが国 と比 べ て 実 労働時間 が 短 く、男女 の 賃 金 格差 が 極 め て 少な い
。

パ ー
ト・派遣労働で あ っ て も均

等待遇 の ル
ー

ル に よっ て 賃金 ・休暇
・年金な ど 正規労働者と 同等の 権利 が 保障 され て い るなど、子 育て

期の女性が働きやす い 社会的条件 の 整備 を政策的に進 め て い る EU 諸国 の 子育て 支援施策か ら学 ぶ べ き

こ とは 多 い 。
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（3 ）家計の 状況 と子 育て に 要す る経済 的負担

　家計に 関す る調査結果 は、「非常 に 大変 1 と 「やや大変」 の 合計が全体 の 約 74％ に達 して お り、回答

した母親 の 7 割強が家計の や りくりに大変 さを感 じて い る こ とが うか が え る。ま た 、子 育て に 要す る経

済的負担 に 関す る調 査結果 は、「非常に 重 い 1 と 「やや重 い 」 の 合計は 64．2％で あ り、母親 の 6 割強 が

子 育て に 要す る経済的負担 を 感 じ て い る こ とが うか が え る。ちなみ に、「国民生活基礎調 査」 （厚生労働

省、平成16年）に よ る と 、
「大変苦 しい 」 （22．4％）と 「や や苦 しい 」 （31．55％） の 合計 は 過 半数 （53．　9

％〉 と な り、90年代初頭 に 4 割台 を推移 して い た 「生活が苦 し い 」 世帯が、2003年に は 最高水準に達 し

て い る の で あ る 。

　今、「格差 」 と　「貧困 」 の 進行が社会 の 深刻 な問題 とな っ て い る 。 経済協力開発機構 （OECD ）が

発表 した 対 日経済 レ ポー ト（2006．6 ＞で は 日本 の 所得格差が拡大 し2000年には OECD 加盟 国の 中 で 相

対的貧困率 が第 5位 の 15．3％ にな っ た と報告 し、格差拡大 の 原因 に 「日本 の 相 対 的貧 困率 は 今や OEC

D 諸 国 で 最 も高 い 部類 に 属する。主な要因 は労働市場 にお け る 二極化 の 拡大 に あると考 え られ る。10年

前 には全労働者の 19％で あ っ た非 正 規労働者 の 割合は 、30％以 上 に 増加 し た 」 と分析 し た 上 で、正規 と

非 正規の 労働市場の 二 極化の 是正 と正 規雇用増加 へ の 包括的取 り組み を求 め る勧告を行 っ て い る 。

　ま た、厚生労働省 に よ る 「所得再分配調査 」 （2002年 ）で は、わ が 国 の ジニ 係数は 米国 ・イギ リス に次

ぐ不平等度 の 高 い 国 とな っ て い る。ま さに、格差 ・貧困 ・不 平等が 進行す る社会 の 姿 が 浮 き彫 り とな っ

て い る とい え よ う。

　一
方 、

18歳未満 の 子 ど もが い る 世帯 の 貧困世帯率 （2002年）は、「夫婦と 子 どもj 世帯 で 27．　6 °
／。、「三 世

代 同居 」 世帯 で 20．8％、「母子 」 世 帯 で は87％ にも達 して お り、こ の 3 つ の 世帯類型 の 平均貧困率は 実

に 3 割近 く（29．1％）を示 して お り、日本全体の 貧困率 よ りも子育 て 世帯 の 貧困率の 方がず っ と高くな っ

て い る （「拡大 ・深化す る 日本の 貧 困 」 後藤道夫、『社会保障で 幸せ に な る ため に』京都保 険医協会編所

収、か もが わ 出版、2007）。

　米国 に 次い で 経済力世界第 二 位 の わ が国 に あ っ て 、低所得 ・貧困
・
生活苦 の た め に 見通 し の ない 生活

に 追 い 込まれ 、子 どもの こ と は 心 配 で は あ る が どうに もな ら な い 家庭 の 状態 、貧 困 問題 が子 どもた ちの

育ち に 深刻な影響を広げ て い るとい えよ う。今、わ が国で は 、雇用 ・所得 の 悪化 と社会保障の 実質的保

障機能 の 悪化が急速 に進み、国民 の 生活 は 困難な状況に置 か れ て い る。所得格差や貧富の 拡大、膨大 な

低所得層 、自殺者数
・
犯罪の増加 、子 どもや高齢者 へ の 虐待 な ど社会 の 荒廃化 も

一
段 と目立 つ よ うに な っ

た。OECD の 対 日経済審査報告書や所得再分配調査 などは 、格差や不平等 を進行 させ て い る社会 の 姿

を浮き彫 りに し て い る とい え よ う。

（4 ）子育 て相談の 機関 と母親が希望す る子育て 支援施策

　相談機関に 関す る 調査結果 は 、保育所 の 利用 が最 も高 い 比 率 （37．6％）を示 して お り、地域 にお け る

母親 と子 どもに最も近 い 相談機関と して の 役割を果 た して い る こ とが うか が え る。保育所 と 「医療機 関」

（23．7％）の 合計 は 6割 を超 えて お り、こ の 2 つ が 子育て 相談 の 主要な機 関 となっ て い る こ ととい えよう。

　一
方、そ の 他 の 機 関 の 利用 の 低 さ、無回答 の 多さか ら、各種相談機 関 の 存在や そ の 役割 が 子育て 期 の
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子育て 意識 に関す る調査

母親に 認 知 され て い ない 状況 が うか がえ る。各種相談機関の 普及
・啓蒙を図る と ともに各機関が支援の

た め の 有機的な連携 ・協力体制を地域の 中で構築 して い くこ とも今後の 重要な課題とな っ て い る 。

　母親 が 希望す る子育て 支援施策 に関す る調 査結果か らは 、大別 して 「所得 の 保 障や経済的支援等 」 と

「子 育て 支援 の 体制や 資源 の 整備
・
拡充 1 を 求 め る 2 つ の ニ

ーズ が 示 され て い る。

　表
一 3 は 児童 虐待 に っ 　表

一3 　虐待に つ ながると思われ る家庭 の 状況

な が る と思 われ る家庭 の

状況 、上 位 5 っ を 左 端欄

に 示 し、他 の 状況 も合わ

せ て 見 受 け られ る 事 項 、

上位 3 つ を      と示 し

て い る。 こ こ には、子育　「児 童虐待の 実態」東京都福祉局、2001年 （「保育士 をめ ざす人 の 家 族援助 」み ら い、2003よ り）

て 不 安、子 育て 困難 の 最も悲惨 な結果 で あ る児童虐待 が 経済的困難 を中心 に成 り立 っ て い る こ とが うか

が え る 。

　子 どもが育つ 基盤 で ある家庭を 支援す る に は 、経済的な援助、精神的な支えや バ ッ ク ア ッ プ、生 活 上

の 介護、各種児童福祉施設や 医療機 関 の 利用 の調整 な ど実 に多分野 に お け る 連携 ・協力 に よ る社会 的 ・

総合的な取 り組みが 必 要 とな っ て い る。

　少 子 化 を 乗 り越 え た EU 諸国 で は 、家族政策 と労働政策 の 2 つ の 政策を軸に 子 育て支援に 取 り組 ん で

き て お り、 そ の 特徴は 、   実労働時間が 日本よ り短 い 、男女の賃金格差が極めて 少な い 。
パ ー ト・派遣

労働で あ っ て も均等待遇 の ル
ー

ル に よっ て 賃金 ・休 暇 ・年金 な ど正規労働者 と同等 の 権利 が保障 され て

い る。  出産 ・育児 の 休暇 が長 く、そ の 期 間 の 賃金保 障も八割程度 と高 い 。  教育費 ・医療費が無料、

保 育所 ・育児手 当等 の 福祉施策が充実し て い る。等で あ る。

　 EU 諸 国の 子育て 支援施策に学ぶ とともに 、子育て し やす い 地域 づ く り ・援助 シ ス テ ム の 整備 をめざ

す取 り組み が 各地 で 広 が っ て い る。また、子どもを安心 し て 産 み育て て い く家庭 の 経済的基盤を守るた

め に も、経済力世界第二 位 の 国富の 分配 の あ り方 、子育て 支援施策 の 充実 を国民的 に議 論 し て い くこ と

も重要 で あ る。ち なみ に 、「国民生 活 に関す る世論調査 」 （内閣府 、平成 14年）に よ る と、日常 の 生 活 に

「不安や悩み を感 じて い る人 」 は65．8％に達 して お り、国民 の 3 人 に 2人 が 生 活 に 不安を感 じて い る こ

とを示 し て い る e また、政府に対する要望 で は 「医療 ・年金な どの 社会保障改革」 （67．　7°

／。 ）を は じ め、

以 ド、「景気対策 」 （58．6％）、「高齢社会対策 」 （49．8％〉、
「雇用 ・労働問題 」 （41．　3°

／。）が上位 を占め て

い る。

　 最後 に 子 ども に 関わ る保 育 士 等 の 専 門 職 の 役割 に つ い て ふ れ て お き た い 。

　 子どもに関わ る専門家は、子 どもへの 発 達支援 とともに、親 の 子育 て に対す る応援 ・協力者 で もあ る 。

子 育て 支援は 、子 どもの 問題 と そ の 背後に あ る親 の 生活問題や家族支援を切 り離 して は成 り立 たな い こ

とは い うま で もない 。子 育 て 支援 は 、制度や施策 、サ ービ ス を活 用 し な が ら対人援助 を 進 め て い く と い

う福祉的な実践 で ある。子 どもの 問題 にかかわ る度 に 「子 どもの 家族 の こ とを考えずに仕事を して い な

い か」 「子 ども の 背景が見えな くな っ て い ない か 」 とい う生 活 の 全体性 を把握す る 視点 を 日 頃 か ら大事

1 経 済的困難た機 関 286人 （27．1％）   ひ と り親家庭   就労   孤 立

2 ひ と り親家庭 の 医療機 関 248人 （23．8％）   経済 的困 難   孤 立   育児疲れ

3 夫婦間不和 209人（20．1％）   経済 的困難   孤立   育児疲れ

4 育児 疲 れ 177人 （17．0％）   経済的 困 難   ひ と り親 家庭   孤 立

5 孤立 174人 （16．7％）   経済的困難   ひ と り親家庭   育児疲 れ
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に した い も の で あ る。ま た、．一・
つ の 機関や

一
人 の 専門家 の 努力や奮闘 だ けで は問題 の 解決は 困難で あ る。

関係機関との 連携 ・協力関係 の 中 で 援助関係 の 社会化 を図 っ て い くこ と も重要な課題 とな っ て い る。
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